




は じ め に

はじめに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、厳しい経営を強いられている皆

様に対し、心よりお見舞い申し上げます。

また、今回のコロナ禍の中にあっても、農林漁業者の皆様、商工業者の皆様におかれまし

ては、各地域におきまして業務継続や雇用維持に懸命に取り組まれており、心から敬意を表し

ます。

このような中で、地域経済の活性化を図っていくためには、農林水産業や商工業などの業

種の枠を超えた地域の企業・団体による農商工連携が重要になります。

連携により、皆様方が持つそれぞれの「技術」や「ノウハウ」を組み合わせることで、経営資

源の補完や新たな事業機会の創出などを行い、地域の持つ力と魅力を最大限に引き出して

いただきたいと考えております。

こうした連携を促進するため、全国農業協同組合中央会、全国森林組合連合会、全国漁

業協同組合連合会、全国商工会連合会、日本商工会議所の皆様におかれましては、モデ

ル事例の創出や普及啓発、プロモーション活動の実施、各地域における連携の呼びかけな

ど積極的に取り組んでいただいております。

加えて、近年、農商工連携により、付加価値の高いビジネスを創出して、新たな市場を獲得加えて、近年、農商工連携により、付加価値の高いビジネスを創出して、新たな市場を獲得

していくためには、これまで以上に十分な市場調査の下で実需に応じた安定供給体制を構築

していく必要が生じており、団体レベルの組織的な連携が重要となってきております。

農林水産省としましても、これまで地域で展開されてきた農商工連携、６次産業化の更なる

発展のため、農林水産業、商工業など多様な関係者が連携した持続的なビジネス創出の取

組を支援してまいります。

また、地域で持続的な連携の参考としていただくため、団体レベルでの農商工連携の取組

をまとめた事例集を作成しました。

本事例集が、農商工連携に取り組まれる事業者の皆様、そして農商工連携を支える関係

者の皆様の連携促進の一助となれば幸いです。

農林水産大臣

野上 浩太郎
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農商工連携と５団体連携について
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農林漁業と商工業の連携を通じた地方創生の推進に関する協定書（抜粋）

（平成29年5月19日 締結）

事例で学ぶ 農商工等連携 ５

森林組合商工会

農業
協同組合

商工
会議所

漁業
協同組合

《団体間連携による農商工連携等の展開イメージ》



５団体の相互間の連携実態にかかる調査より

5団体の相互間の連携実態にかかる調査（2月時点速報値）

最も多く取り組まれている連携事業は「イベント等の共同開催」

事例で学ぶ 農商工等連携6



事例集

第 ２ 部

事例で学ぶ 農商工等連携 7



事例① とやま農商工連携推進事業

富山県商工会連合会× JA富山中央会
（富山県）

漁業
協同組合 森林組合 商工

会議所
農業

協同組合 商工会

事例で学ぶ 農商工等連携8

事務局会議を都度開催
情報交換とチーム型の案件フォローアップ

県経営支援課JA富山中央会
富山県商工会
連合会

中小企業者に向
けた農林水産物
や産地の技術、観
光資源などを活用
した新事業の企画
提案を呼びかける
チラシ（上）。ああ

中小企業者と農
林漁業者に向けた、
農商工連携の助
成金などの支援制
度を紹介するチラ
シ （右 ） 。あああ

富山県漁業協
同組合連合会

富山県森林組
合連合会



連携前の課題と連携のきっかけ 農林漁業者と中小企業をつなぎ、地域活性化を目指す

連携の状況

連携の課題、克服方法

「農商工連携フォーラム」を開催、新事業展開を促進

緊密な連絡を取り、ワンチームで伴走型の連携を進める

事例で学ぶ 農商工等連携

連携に向けた広報・情報の周知

今後の展望

他団体との情報交換、情報の周知で効果的な実施

生産者と事業者を支援、将来は海外での販路開拓も

9



事例② 高知県農商工連携協議会

「こうち農商工連携基金（基金規模総
額25億円）」にJAグループが1億5千
万円を拠出
※2018年度にて事業終了し、拠出金は
全額返金済

高知県農商工連携交流会

連携までの経緯

JA高知
中央会

高知県
商工会議所
連合会

高知県
商工会連合会× ×

2009 

2014.12

課題：
高齢化、市場縮小など経済環境の変化を見据え、
新たな産業発展や地産地消の促進が必要

（高知県）

漁業
協同組合 森林組合農業

協同組合 商工会 商工
会議所

ほか

農業を軸に県内産業界の連携の仕組み
構築に向けて検討
（主催）土佐経済同友会

第３３回高知県JA大会決議

農業者の所得増大・農業生産の拡大のた
め、農商工連携や知的財産の戦略的活
用による付加価値増大への取組みを決議

事例で学ぶ 農商工等連携１０

JA高知中央会
（JAグループ高知）

高知県商工会
議所連合会

高知県農商工連携協定の締結

団体間の相互に具体的な連携・協力を進
め、農業をはじめ県内産業の振興を図る
ための包括協定を締結

2015.11

2016.2

高知県商工会
連合会

高知県農商工連携協議会

高知県中小企
業団体中央会

高知県経営者
協会

土佐経済同友
会

高知県工業会
高知県情報産
業協会

高知県産業振
興センター

高知大学 高知県立大学 高知工科大学

（正会員）

（准会員）

NPO法人高知の食を考える会

各PJ推進

【高知家の食卓プロジェクト】

①土佐茶プロジェクト
新茶まつりでの土佐茶試飲・販売、社内飲用促進等

②食育推進プロジェクト
仁淀川町の地元中学生を対象に、高知食材がメイン
のフルコースメニューを提供し、食育学習を実施

③とさのうとプロジェクト
農と食を結ぶ情報誌「とさのうと」に連載中の、
JA女性部発のレシピを、レシピ本『うちでごはん』として
発刊（5,000部）。県内飲食店でメニュー化。



連携前の課題と、連携の目的 新たな産業の発展と地産地消の推進で、地域経済振興を

連携の状況

連携の課題

構成団体担当者（事務局）会議は原則年2回開催

財源の確保、実務の役割分担

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること

今後の展望

横のつながり広がる

さらなる具体的連携策を

１１

2020年11月には、大月町・三原村の商
工会フェアを実施。

県産品セレクトショップや、県内食材を
使ったレストランを楽しめる複合施設「ア
グリコレット」

アグリコレット内観



事例③ 鹿児島県における包括連携協定

連携までの経緯

JAグループ鹿児島 鹿児島県商工会連合会×

2010

2016

（鹿児島県）

プロジェクト
会議

漁業
協同組合 森林組合 商工

会議所
農業

協同組合 商工会

事例で学ぶ 農商工等連携１２

JAグループ
鹿児島

現在に至る

2018

2019

連携相関図

鹿児島県
商工会連合会

包括連携協定

2020

13JA 38商工会

プロジェクト会議

地域連携活性化対策研究会
イベントへの相互出展 等

JAあいら、霧島市商工会、霧島商工会議所が包括連携協定締結
JA鹿児島いずみ長島事業所、長島町商工会等で「地方創生に関する連携
協定」を締結 など



連携前の課題と、連携の目的 連携で農業と商工の密接な関係構築へ

連携の状況 「できることから始めよう」から始まった連携

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること・今後の展望 連携は労働力支援提案にも発展 ライバルから相互協力へ

１３

連携の課題 こまめな打合せで円滑な連携。地域単位の参加に工夫



事例④ 気仙沼メカジキブランド化推進委員会

気仙沼商工会議所×JF気仙沼ほか

・料理人が学びに来る街
・気仙沼の食を目指して
観光客が増大する
・気仙沼から、その特徴
を生かした新たな食が発
信されている。

・気仙沼＝メカジキとい

メカジキの街
「気仙沼」

食の街
「気仙沼」

水揚げシェアNo.1である気仙沼メカジキの
知名度向上・ブランド化を行い、メカジキを
扱う水産業、加工業、飲食業の収益力を
向上させ、気仙沼の水産業の発展に寄与
する

●取組みで目指す姿

（宮城県気仙沼市）

農業
協同組合 商工会森林組合漁業

協同組合
商工
会議所

事例で学ぶ 農商工等連携14

●委員会の推進体制
委員長：菅原昭彦（気仙沼商工会議所 会頭）
顧問：菅原茂（気仙沼市 市長）

気仙沼商工会議所
（委員会本部）

気仙沼商工会議所
気仙沼市役所
リアス観光創造PF

・気仙沼＝メカジキとい
うイメージが料理人、消
費者に想起されている
・気仙沼に来れば、五
感でメカジキを感じるこ
とができる

・市を挙げてのメカジキブ
ランド化
・体制構築
・市内外の人への発信
・メカジキ関連産業の収
益向上

気仙沼メカジキの
知名度向上による
水産業活性化

2015～2017 2017～2020 2020～

観光コンベンション協会

気仙沼市観光課

気仙沼市教育委員会

学校給食普及会

買受人協会

気仙沼市商工課

鮮魚仲買組合

スローフード気仙沼

気仙沼漁協

気仙沼市水産課

気仙沼遠洋漁協

北かつ漁業組合

生産者 商業者・仲買い 観光業者・その他



連携前の課題と連携のきっかけ 気仙沼ならではの水産資源のブランド化を目指す

連携の状況

連携の課題、克服方法

各種の飲食メニューを開発、販促活動を推進

活動の財源確保が課題、地道なイベントなどに取り組む

事例で学ぶ 農商工等連携

連携に向けた広報・情報の周知

今後の展望

PR用の冊子を制作、地道な販促活動を進める

メカジキの魅力を発信、将来は海外での販路開拓も

〞

15



事例⑤ 白河市大信地域の農山漁村振興開発計画

●取組みスキーム

（福島県白河市）

大信地域市民交流
センター

聖ケ岩ビジター
センター

白河市大信地域交流促進協議会

2）農山漁村における農
林水産物の販売・加工

【人材活用対策】
・子ども農山漁村受入
体制整備

漁業
協同組合 森林組合 商工

会議所
農業

協同組合 商工会

大信商工会 JA夢みなみ
（旧 JAしらかわ）

× ほか

・大信商工会 ・JA夢みなみ ほか

事例で学ぶ 農商工等連携１6

地区の将来像の実現

林水産物の販売・加工
・特産品商品開発
・色のメニュー開発
・マーケティング各種調査

体制整備
・各種受入パンフレット作
成
・受入窓口整備

4）農山漁村の地域資源
と福祉を活用した「食」
の取組み支援
・福祉事業活動支援活
動
①障害者支援就労創出活
動

3）農山漁村の「食」を活
用し、観光と連携した
グリーン・ツーリズム
・地域産品活用による
「食」の提供と農村体験
ツアー
①米・野菜の収穫体験実
施
②季節感覚体験ツアー実
施
③大信の魅力発信

【地域資源活用対策】
1）子ども農山漁村交
流
①受入体制の整備
・協議会パンフレット作成
・ホームページによる情報
発信
・交流、誘客促進と参画
者の募集
・受入体制の質の向上を
測るための説明会開催
・体験インストラクターの育
成と確保作成
②先進地視察研修
③受入PR活動
④モニターツアー実施



連携前の課題と連携のきっかけ 都市圏との交流を進め、地域活性化につなげる

連携の状況

連携の課題、克服方法

農泊体験やグリーン・ツーリズムを実践

地域一丸となって受入体制や商品の質の向上を図る

事例で学ぶ 農商工等連携

連携に向けた広報・情報の周知

今後の展望

ホームページなどで地域理解深め、専門家も活用

農泊による関東圏との交流や農産物の販売拡大を

１7



事例⑥ 漁業体験企画の連携から、魚食普及活動へ

連携の経緯

（茨城県ひたちなか市）

ひたちなか
商工会議所 JF那珂湊×

2007

2008

地域資源∞全国展開プロジェクト採択

※地元食材を使った食育体験ツアー
の企画のため、商工会議所と2JFが連
携
※地元の子どもたちのモニターツアー
実施

2011

JF磯崎×

「タコ加工量日本一」というデータが判明。
魚を使ったまちおこしの機運醸成

農業
協同組合 商工会森林組合漁業

協同組合
商工
会議所

事例で学ぶ 農商工等連携18

2011

ひたちなか
商工会議所

JF那珂湊

魚のおいしいまちひたちなか推進協議会
（魚食普及活動）

食育体験ツアー事務局 体験プログラム実施

共同で企画

・船釣り漁業体験
・干物づくり体験 等・営業

（旅行会社への
働きかけ）

・申込み窓口 JF磯崎

・一口アワビ養殖施設
見学体験 等

参加 参加

東日本大震災の原発事故の影響から、
市内海産物の風評被害が発生

「魚のおいしいまちひたちなか推進協議
会」を立ち上げ

「ひたちなか市魚食普及推進に関する
条例」制定

2016

水産加工組合 観光協会県水産試験場



連携のきっかけ 補助事業の採択が、異業種間の連携を考えるきっかけに

連携状況の深化 風評被害の克服のため、新たな連携フェーズへ

あわび養殖
見学の様子

事例で学ぶ 農商工等連携

連携して感じること

今後の展望

不測の事態に対して、地域を挙げて対応できた

「魚がおいしいまち」の一層の普及と、連携体制の維持

19



事例⑦ ひみ里山杉の地域材利用に向けた取組み

連携の経緯

（富山県氷見市）

富山県西部森林組合
氷見支所

氷見商工会議所
（会員企業）×

2012

2019

ひみ里山杉活用協議会 発足

・ボカスギのブランド名を公募し、
「ひみ里山杉」と命名

商工会議所主催「おしごと探検隊」ツ
アーに、協議会として参加

課題：
放置されたボカスギの人工林に、台風や大雪の被
害。国産木材利用衰退への危機感。

ほか

農業
協同組合 商工会

漁業
協同組合 森林組合 商工

会議所

事例で学ぶ 農商工等連携20

木材組合
（製材企業等）

アーに、協議会として参加

一般社団法人化

2020

ひみ里山杉活用協議会

富山県西部
森林組合氷見支所

○成果

「見える化」
・2012年から継続的に見学会・ワークショップ
等開催し、計5,000人が参加。
ひみ里山杉の良さを伝えられた。

「実践」
・ウッドコレクションに板小屋を出展。好評を得た
・お野立所、県立美術館、県議会議事堂、
氷見市議会議事堂にひみ里山杉を使用。
県民が魅力を実感する場を提供できた。

「挑戦」
・強度試験を実施、建築用材としての機能性を
工務店に説明、アピールする資料ができた。

設計事務所、工務店 等

氷見商工会議所

月1回開催
「ひみ里山杉作戦会議」

氷見市



連携前の課題と、連携のきっかけ 放置林の適切な整備、ブランド化による利用拡大へ

連携の状況 月に1度は作戦会議。2020年には一般社団法人化

事例で学ぶ 農商工等連携

連携の課題と感じること

今後の展望

各メンバーが事業を提案し、それぞれ主体的に活動

公共の安全と環境保全に努め、循環可能な林業経営へ

21



事例⑧ 加工用野沢菜栽培で森林組合とJAが連携

森林組合では木材加工で発生するお
がくずを活用したえのき茸栽培を開始。

食品加工事業（えのき茸茶漬け）製造
開始

首都圏生協に「えのき茸茶漬け」提供
開始

連携までの経緯

同生協より「野沢菜漬け」の供給打診。

⾧野森林組合 JAながの×

1960年頃

1967

1976

1977

（⾧野県）

商工会
漁業

協同組合
商工
会議所

農業
協同組合 森林組合

事例で学ぶ 農商工等連携22

長野森林組合

同生協より「野沢菜漬け」の供給打診。1977

JAながの

現在に至る

生産者
（鬼無里地区）

加工 栽培指導

森林組合、JA
それぞれに加入

栽培計画依頼

作付け会議
栽培指導

JAと共同で集荷

栽培指導できるJAながのと連携。
出荷用栽培開始。
「野沢菜漬け」の供給開始

年間の流れ

長野森林組合が年間計画策定
JAながのに栽培計画を依頼

連携相関図

長野森林組合が栽培希望者を募集
JAながのが栽培希望者を対象に作付け会議を実施

栽培希望者が作付け・収穫
長野森林組合とJAながのが共同で集荷

年初

5月上旬～6月下旬
（9月上旬～10月下旬）

4月
（8月）

参加募集



連携前の課題と、連携の目的 取引先からの要望で、森林組合から地元JAに相談

連携の状況

連携の課題

両担当者と生産者が圃場で顔を合わせ事業推進

今後の課題は生産者の高齢化。集荷時の負担是正。

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること

今後の展望 両団体のさらなる連携で組合員、一次産業の活性化へ

23

両団体が連携・協力し、生産者と消費者をつなぐ架け橋に



事例⑨ とよかわフラワープロジェクト

ＪＡひまわり × 豊川商工会議所

農商工連携プロジェクト 立ち上げ

・先進事例（西尾市）視察
・「バラ」をPJの中心とすることを決定

とよかわフラワープロジェクト 開始

連携の経緯

2015 

課題（JA)：
生産量日本一のバラの認知度を向上させたい
課題（商工会議所）：
地域の農業団体とも連携して経済活性化したい

2016 

（愛知県豊川市）

商工会
漁業

協同組合 森林組合農業
協同組合

商工
会議所

とよかわフラワープロジェクト 開始

事例で学ぶ 農商工等連携２４

豊川
商工会議所

JAひまわり

各種
イベント実施

【2020年実施イベント】

①TOYOKAWA本町ナイトイベント（9月）
参加店55店舗で、抽選くじ付きのバラ
ブーケ（計550点）無料配布等

②とよかわほいとも祭イベント（10月）
100本のバラ花束を抱えて写真撮影。
SNS拡散でブーケプレゼント（先着300名）

③商工会議所会館内のバラ・菊等展示（2回）

推進協議会
（年２回）

事業の方向性

会頭、専務、関連
部会（商業、観光・
飲食・サービス）代
表、委員会（ブランド
創出支援）代表など

作業部会
（年8回程度）
各種イベント運営

実務メンバー15名ほど

組合長、専務、常務、
総合企画部・営農部
職員、バラ部会の部
会長・青年部長・女性

部長など



連携前の課題と、連携のきっかけ 日本一のバラ産地、認知度向上から地域活性化を目指す

連携の状況

連携の課題、克服方法

推進協議会と作業部会の２段構えで、確実にPJ推進

密な連絡を取りながら、当初の目的を見失わないように

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること

今後の展望

マスコミ注目度アップ。他団体との情報交換で刺激

特産品開発への発展と、生産者の経営向上へ

２５



事例⑩ 淡路島サワラ食文化推進協議会

連携までの経緯

JF五色町 五色町商工会×

2016協議会の写真に

2000年頃

2014

2016

（兵庫県洲本市）

漁獲量が大きく低下。資源回復の取
組みを開始。

サワラの鮮度保持などの取組み開始

淡路島サワラ食文化推進協議会設立。
9店舗が参画しサワラ料理提供開始。

農業
協同組合 森林組合 商工

会議所商工会
漁業

協同組合

事例で学ぶ 農商工等連携２6

2016

2017

現在に至る

2020

洲本市

淡路島サワラ食文化
推進協議会

JF五色町 五色町商工会

兵庫県淡路
県民局

五色ふるさと
振興公社

水産加工業者

飲食店 宿泊施設

サワラ料理で
食文化普及
消費拡大

食育を通して
食文化普及

協議会事務局が洲本市役所から協議
会会員事業者（水産事業者）に移行

島内で活動している「生シラス丼」と対
決イベントを実施。
東京でイベント出展（実演）。

協議会加入
店舗が31店
舗に拡大



連携前の課題と、連携の目的 資源回復、高品質化の取組みも食文化・消費拡大が課題

連携の状況 それぞれのリソースで連携

事例で学ぶ 農商工等連携

連携の課題

連携で感じること・今後の展望

人出不足による事業展開に課題

２7

サワラの周知に一定の成果

食育活動の様子

イベントでメディア対応する様子



事例⑪ 天川村フォレストパワー協議会

連携の経緯

課題：
搬出費用が捻出できず、間伐材が放置されたまま
の森林の整備が急務

天川村フォレストパワー協議会設立

バイオマス生産供給施設オープン
・丸太を割り、乾燥させる施設。
・廃校舎を利用

2016 

2017
天の川温泉センター 営業再開

天川村
商工会

天川村
森林組合× 天川村×

（奈良県天川村）

農業
協同組合

漁業
協同組合

商工
会議所商工会森林組合

事例で学ぶ 農商工等連携２8

天川村フォレストパワー協議会

村民

村内 店舗

「森林塾」を開催
・全8回で林業の基本技術を学ぶ
・2017年より毎年実施、延60人参加
4名の林業就業者輩出
（うち1名は村内移住）

天の川温泉センター 営業再開
・薪ボイラーを導入するため、
約半年の工事を経て営業再開

農林水産業みらい基金 助成採択
・キハダ等広葉樹の苗生産
・作業道の敷設、整備
・防鹿柵設置

2018

温泉施設

天川村
商工会

天川村

木
材

振
興
券

振興券
（買い物）

薪

間伐材
搬出

天川村
森林組合

換金



連携前の課題 間伐材が放置された山の再整備を目指す

連携の状況

連携の課題

各々の得意分野で域内の経済循環に寄与

協力体制を維持しつつ、収益の確保・増大をどうするか

バイオマス工場オープニング

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること

今後の展望

無価値の材に価値を見出し、村民全体に効果が波及

新事業による収益拡大と雇用創出、観光資源の整備を

２9



事例⑫ 黒ナマコを活用した新商品開発・販売促進

連携までの経緯

JF大村湾
西そのぎ商工会

⾧崎県商工会連合会×

2000年頃

2005

2007

課題：買い手がつかず廃棄対象となっ
ている黒ナマコの活用

（⾧崎県時津町）

農業
協同組合 森林組合 商工

会議所商工会
漁業

協同組合

事例で学ぶ 農商工等連携30

JF大村湾

2009

現在に至る

2011

連携相関図

大村湾
水産加工販売

サティス製薬

西そのぎ商工会

長崎県
商工会連合会

商品開発・販売体制
地元商工業者を通じた
販売支援、意見交換
支援策（ファンド）の紹介

ファンド、農商工連携支援
アンテナショップ出展等

原料提供

製造

販売

ナマコ放流



連携前の課題と、連携の目的 商品開発から販売促進へ。新たな事業段階に

連携の状況 JFの取組みを商工会、商工会連合会がサポート

黒ナマコを加工する様子

現在では海外の物産展にも積極的に出展

事例で学ぶ 農商工等連携

連携で感じること

今後の展望

日頃の活発な意見交換から支援・連携の糸口が

31

単独では成⾧に限界。活動の連携・積み重ねが重要



本事業が未曽有なコロナ禍中、農林水産省、農林漁業・商工業の５団体の尽力により一

昨年度の内閣官房、昨年度の経済産業省に続き、３年目が実施できましたことに対し、深甚

なる感謝を申し上げます。この事業は、先発した政府の啓発事業である農商工連携事業を

ベースに、農林漁業・商工業の５団体が参画したもので、官民一体としての持続的発展が期

待されました。

私が地方創生担当大臣当時、現場の実態を知悉するため、46都道府県、133市町村を

視察した際に気付いたことは、農林漁業・商工業の５団体の役割の重要さでした。全国組織

である５団体は津々浦々まで会員を有し、その機能を緊密に発揮することによって、地方創生、

地域活性化、更に、農商工連携の促進に寄与することができると実感した次第です。

本事業は、政府の啓発、民間の実践という官民一体のモデル事業としての意義を内包し、

その効果は、国民生活の充実、向上に寄与します。とりわけ、地域の経済団体として経済・生

活活動の中核としての地歩をより一層高めることにもなります。

ちしつ

結びにかえて

本事業は、まだ、緒についた段階で、これからが本番です。それには、まず民の実践主体

制が具体的に見える化し、政府が法に則り、啓発事業を持続させることが必修となります。本

事業は、国民生活に直結しており、関係各位の尽力を祈念します。

事例で学ぶ 農商工等連携32

元地方創生担当大臣

山本 幸三






